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の製品に阻まれ、なかなか市場に到達できません。

この ESTD（Early Stage Technology Development）

をいかに乗り越えるかが特に重要です。

　科学技術イノベーションは技術革新とも違いま

す。技術革新は市場が “Ready to Go” の状態で、技

術的なブレイクスルーができるとすぐ実用化される

ものを指し、中村修二さんの青色 LED や各種の LSI

技術が相当します。一方、科学技術イノベーション

は既存市場を破壊し、大きなパラダイムシフトが起

こすので、トランジスタ、コンピュータ、フラット

テレビのように社会に受容されるまでに時間を要し

ます。

　最近、日本の研究者は何年後に成果を出すかとい

う出口指向に流れていますが、これでは真のイノ

ベーションは達成できません。イノベーションを起

こすには、イノベーションが期待される分野の基礎

研究に長期的・重点的な投資をすることが重要です。

さまざまな研究分野の坩堝であるつくばは、異分野

交流によって新しいイノベーションを起こす大きな

可能性を秘めています。政府も多額の資金を効率的

に投入して、ぜひ科学技術イノベーションをつくば

から出していただきたいと願っています。

　イノベーションという言葉はさまざまな意味で使

われます。経営学ではしばしば「市場でよく売れた

商品の開発」「新商品の投入で既存のシェアを覆す」

を意味します。経営学者は何にでもイノベーション

をつけて本を出版しますが、たいしたことは書いて

ありません。「市場で勝って企業が成長する」とい

う意味で使われています。

　私が意味するところは、シュンペーターが提唱し

た “ 元祖イノベーション ” です。シュンペーターは

ケインズと双璧をなす異才で、著書『経済発展の理

論』（1911 年）は日本の今の状況に非常によく当

てはまります。1910 年代は科学技術が企業の商品

に使われるケースはほとんどありませんでしたが、

シュンペーターは「新しい商品や品質の開発」「新

しい生産方法の開発」「新市場の開拓」「原料・半製

品の新供給源の開拓」などによって経済が発展する

と主張しました。「競争がパーフェクトなら利潤が

ゼロになると」いう状態を打破し、イノベーション

によって経済がもう一つ上の段階に発展するという

理論です。

　昨年、米 IBM のパルミザーノ CEO が中心となっ

てまとめた「パルミザーノ・レポート」は、イノベー

ションを「新しい技術・プロセス・着想を新商品（財・

サービス）に転換し、市場に投入し、新たな経済的

な価値（利益・国富）を生み出し、生活の質の向上

に資するすべての行為」と定義しています。日本は

ケインズ流の財政出動と金融政策により、巨額の借

金を抱え込んでしまいましたが、近年の不況を脱出

するために求められているのは “ 真のイノベーショ

ン ” です。

　特につくばに期待するのは「科学技術イノベー

ション」、すなわち「科学的な知識を社会的・経済

的な価値に転換すること」です。アインシュタイン

の時代とは異なり、現代の研究は億単位の膨大な費

用が必要ですから、経済的価値に結びつけ、何らか

の社会的還元をしていかない限り研究を続けること

はできません。私が期待するのは現在の半導体産業

の根源をなす量子力学や、光通信の根源をなす光電

効果のようなスケールのイノベーションです。これ

は国を挙げて推進すべきレベルですから、つくばの

国研の皆さんは 1 枚のポスターを経済的価値の増

大、社会的要請の充足につなげるのだという心構え

で研究に取り組んでいただきたいと思います。

　科学技術イノベーションはパラダイムシフトを起

こし、その結果として社会システムを大きく変え、

同時に経済的な価値を大きく増進させます。たとえ

ば、携帯電話がアナログからデジタルに変わったと

き、使われ方が大きく変わり、生活様式も激変し、

携帯を持つ人、持たない人の格差が大きくなりまし

た。いまや世界で 7 億台を超える携帯端末が世界

でつくられ、世界経済の牽引車となっています。

　科学技術イノベーションのプロセスは、[ ①科学

研究→②基礎研究→③商品イメージ作り→④開発設

計→⑤試作評価→⑥市場投入・マーケティング→⑦

量産市場立ち上げ→⑧持続改善 ] というスケジュー

ルになります。ただし、新しい技術を開発しても、

③→⑥の間にある「ダーウインの海」（事業化した

あと産業化するための事業や技術のリスク）で既存
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